様式第１号
令和　　年　　月　　日　

（宛先）前橋市長
申請者　所 在 地　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　
　役 職 名　　　　　　　　　　　　　
代表者名

　　　　交 付 申 請 書 兼 誓 約 書

　令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。また、私は、暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者ではないことを誓約します。

記

１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　円
　　
２　事業実施予定期間
　　令和　年　月　日から令和　年　月　日まで
[bookmark: _GoBack]　　※オフィス開設等の日を含む令和８年２月27日までの６か月以内

３　添付書類
(1) 事業概要書（別紙１）
(2) 新規雇用状況（別紙２）
(3) 履歴事項全部証明書（３か月以内のもの）
(4) 事業者の概要を説明するパンフレットその他参考資料
(5) 決算書の写し（３期分）
表紙・貸借対照表・損益計算書・製造原価明細書又は一般管理費明細書・株主資本等変動計算書・個別注記表
(6) 見積書
(7) オフィスの位置図及び平面図
(8) 本社所在地の市町村民税の滞納がないことを証する書類（３か月以内のもの）
(9) その他市長が必要と認める書類


	・責任者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　※（E-mail）


※メール提出の場合は、担当者のE-mailを記載してください。
※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。

別紙１
事業概要書
１　事業者の概要
(1) 事業者の名称等
	本社等
所在地
	

	資本金
	　　　　　　円
	設立年月日
	年　　月　　日

	従業員数
	全従業員数
	人（うち市内在住者　　　人）

	
	常時雇用者数
	人（うち市内在住者　　　人）

	主要業種（日本標準産業分類）
	中分類
	

	
	細分類
	

	事業内容
	




(2) 過去３年度の収支状況　　　　　　　　　　　　　            （単位：千円）
	区分
	年度
	年度
	年度
	備考

	売上
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	



２　申請内容
	区　分
	新規開設　・　本社機能移転

	
	建物
	所有　・　賃借

	
	土地
	所有　・　賃借

	事業所所在地
	前橋市

	当該事業所における事業内容
	



	新規開設の場合

	
	建物建築工事着手予定日、売買契約又は賃貸借契約締結予定日
※補助対象経費に係るもの
	年　　月　　日

	
	事業所開設予定日
	年　　月　　日

	
	当該事業所
従業員数
	全従業員数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	常時雇用者数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	本社機能移転の場合

	
	移転着手予定日
	年　　月　　日

	
	移転完了予定日
	年　　月　　日

	
	当該事業所従業員数
	本社機能移転前
	全従業員数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	
	常時雇用者数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	本社機能移転後
	全従業員数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	
	常時雇用者数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	補助対象経費
（税抜）
	内訳
	経費種別
	金額

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	合計額×１／２※千円未満切り捨て
	円①

	雇用拡大促進加算
	別紙２ 加算人数×100,000円
	円②



※①と②の合算額を申請書「１補助金交付申請額」に記入してください。




別紙２
新規雇用状況

	
	雇用年月日
	住所
	氏名

	１
必須
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	２
加算①
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	３
加算②
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	４
加算③
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	５
加算④
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	６
加算⑤
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	７
加算⑥
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	８
加算⑦
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	９
加算⑧
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	１０
加算⑨
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	１１
加算⑩
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	




※雇用年月日は、「２事業実施予定期間」に加え、オフィス開設等の日の６か月前からの期間を含めることができます。

※雇用者が決定している場合は、住所・氏名を記載してください。
　未定の場合、氏名欄に「未定」と雇用予定数を記載してください。







市内企業に発注ができない場合、本書を添付ください。


様式第２号

令和　　年　　月　　日　
（宛先）前橋市長
申請者　所 在 地　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　
　役 職 名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　

理　由　書

　　令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金について、以下のとおり市外業者へ発注を行います。

　１　発注先・委託先
	企業名
	


	住所
	




　２　市内業者へ発注ができない理由
	（具体的にご記載ください。）














様式第３号

交　付　決　定　通　知　書

　前橋市指令（産）第　　号
　　所在地
　　　事業所名
    　　代表者　　　　　　　　　様

令和　　年　　月　　日付けで提出された令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金の交付申請に対し、下記のとおり決定したので、通知します。

令和　　年　　月　　日

前橋市長　小　川　　　晶　　
（公印省略）　　


記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　円

２　交付条件
(1) 補助対象者は、補助事業の遂行に関する報告及び実地調査に応じることを求められた場合は、これに応じなければなりません。
(2) 補助対象者は、補助事業にかかる収入及び支出を明らかにした書類、帳簿等を常備し、事業終了後５年間保存し、提出を求められた場合は、これに応じなければなりません。
(3) 補助対象者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、市長の承認を受けないで、処分してはなりません。ただし、補助対象者が補助金の全部に相当する金額を市に返還した場合又は当該財産が減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている耐用年数に相当する期間を経過した場合は、当該財産を処分することができます。
(4) 補助対象者は、前橋市補助金等交付規則（平成10年前橋市規則第34号）、本補助金交付要項及び交付決定通知書に記載の交付条件を遵守し、事業を行わなければなりません。
(5) オフィス開設等の日以後３年以上継続して当該オフィスにおいて自らの事業に係る事務処理業務を行う、又は移転する本社機能が移転の日以後３年以上継続されることが見込まれなければなりません。 
【雇用拡大促進加算】
(6) オフィス開設等の日の６か月前から対象事業期間内において、新たに雇用した市内に住所を有する常時雇用者（以下「新規雇用者」という。）が、新規に雇用された後継続して１年以上市内に住所を有することが見込まれなければなりません。
様式第４号

不　交　付　決　定　通　知　書

　前橋市指令（産）第　　号
　　所在地
　　　事業所名
    　　代表者　　　　　　　　　様


令和　　年　　月　　日付けで提出された令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金の交付申請に対し、審査の結果、下記のとおり決定したので通知します。

令和　　年　　月　　日

前橋市長　小　川　　　晶　　
（公印省略）　　


記

１　不交付

２　不支給理由



















様式第５号
                                         令和　　年　　月　　日　

（宛先）前橋市長


申請者　所 在 地　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　
　役 職 名　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　


変　更　等　承　認　申　請　書


令和　年　　月　　日付け前橋市指令（産）第　　号により交付決定のあった令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金の交付申請の内容を変更したいので、下記のとおり申請します。


記

１　変更内容
　(1) 変更前
　　

　(2) 変更後
　　

２　変更の理由
　　


３　添付書類
　　



	・責任者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　※（E-mail）


※メール提出の場合は、担当者のE-mailを記載してください。
※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。
様式第６号

変　更　等　承　認　通　知　書

　前橋市指令（産）第　　号
　　所在地
　　　事業所名
    　　代表者　　　　　　　　　様


令和　　年　　月　　日付けで提出された令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金の変更等承認申請について、下記のとおり承認したので、通知します。

　　令和　　年　　月　　日

前橋市長　小　川　　　晶　　
（公印省略）　　


記

１　変更承認の内容
　(1) 変更前



　(2) 変更後



２　変更承認の条件












様式第７号
                                   　　　令和　　年　　月　　日　

（宛先）前橋市長


       　         　　          申請者　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役 職 名
         　                       　　　代 表 者

実　績　報　告　書

令和　　年　　月　　日付け前橋市指令（産）第　号により交付決定のあった令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金の事業実績について、下記のとおり報告します。

記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　円

２　補助金実施実績額　　　　　　　　　　円

３　補助事業の実施期間
　　令和　　年　　月　　日から　令和　　年　　月　　日まで

４　添付書類
　(1) 事業実施概要書（別紙３）
　(2) 新規雇用実績（別紙４）
　(3) 補助対象経費の契約額を証明する書類の写し（請求書等）
　(4) 補助対象経費の支払いを証明する書類の写し（領収書等）
　(5) 完成写真（設置写真及び型番部分の写真等）
(6) 新規雇用者の下記の書類
ア　雇用契約書の写し又は労働条件通知書の写し
イ　健康保険被保険者証の写し
ウ　雇用保険被保険者資格取得確認通知書の写し又は雇用保険被保険者証の写し
(7) 賃貸借契約書の写し(オフィス賃借料の交付決定を受けた場合)

	・責任者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　※（E-mail）


※メール提出の場合は、担当者のE-mailを記載してください。
※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。
別紙３　
事業実施概要書
	事業所所在地
	前橋市

	当該事業所における
事業内容
	



	新規開設の場合

	
	建物建築工事着手日、
売買契約又は賃貸借契約締結日
※補助対象経費に係るもの
	年　　月　　日

	
	事業所開設日
	年　　月　　日

	
	当該事業所
従業員数
	全従業員数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	常時雇用者数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	本社機能移転の場合

	
	移転着手日
	年　　月　　日

	
	移転完了日
	年　　月　　日

	
	当該事業所従業員数
	本社機能移転前
	全従業員数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	
	常時雇用者数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	本社機能移転後
	全従業員数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	
	
	
	常時雇用者数
	　　　人（うち市内在住者　　人）

	補助対象経費
（税抜）
	内訳
	経費種別
	金額

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	
	
	円　

	
	合計額×１／２※千円未満切り捨て
	円①

	雇用拡大促進加算
	別紙４ 加算人数×100,000円
	円②



※①と②の合算額を実績報告書「２補助金実施実績額」に記入してください。
別紙４
新規雇用実績

	
	雇用年月日
	住所
	氏名

	１
必須
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	２
加算①
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	３
加算②
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	４
加算③
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	５
加算④
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	６
加算⑤
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	７
加算⑥
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	８
加算⑦
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	９
加算⑧
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	１０
加算⑨
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	

	１１
加算⑩
	令和　年　 月　 日
	前橋市

	



※雇用年月日は、「３補助事業の実施期間」に加え、オフィス開設等の日の６か月前からの期間を含めることができます。

※雇用拡大促進加算としての認定は、交付申請時の人数（別紙２）を上限とします。



様式第８号

補　助　金　額　確　定　通　知　書

　前橋市指令（産）第　　号
　　所在地
　　　事業所名
    　　代表者　　　　　　　　　様


令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金について、下記のとおり補助金額を確定したので、通知します。

令和　　年　　月　　日

前橋市長　小　川　　　晶　　
（公印省略）　　


記

１　補助金交付確定額　　　　　　　　　　　　　円


２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　円



様式第９号
                                           令和　　年　　月　　日　

（宛先）前橋市長

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役 職 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者


補　助　金　交　付　請　求　書

　令和７年度前橋市雇用拡大オフィス等開設促進補助金について、下記のとおり請求します。

記

　１　交付請求額　　　　　　　　　　　　　　　円

　２　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円

　３　交付確定額　　　　　　　　　　　　　　　円

　４　振込先金融機関名等
	口
座
名
	カナ

 漢字

	口座番号
	銀行・信用金庫　　　　　　　　 本　支店
　　　　　　　  信用組合・農協
                          　　　　　１　普通№
                          　　　　　２　当座№



	・責任者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－　　　　
・担当者　　　　　　　　　　　　　（電話番号）　　　－　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　※（E-mail）


※メール提出の場合は、担当者のE-mailを記載してください。
※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。
